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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2022年12月23日に提出いたしました第36期（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）の有価証券報告書に添付し

ております「独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書」の記載事項の一部に原本と異なる箇所がありましたの

で、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

　　（訂正前）

（前略）

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

販売用不動産の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、2022年９月30日現在、貸借対照表上、販売用不

動産を1,281,547千円計上している。販売用不動産は主に

居住者向けの賃貸を目的とする不動産により構成されてお

り、財務諸表の注記事項（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、販売用不動産の評価において、契約で合意され

た販売予定価格又は不動産鑑定事務所による外部評価額を

使用して見積りを行っている。

このうち、不動産鑑定事務所による外部評価額は、会社

が保有する販売用不動産の将来キャッシュ・フローの見積

り及び割引率等の決定について一定の判断や仮定を伴うも

のであるが、特に将来キャッシュ・フローの見積りは、主

として賃料、空室率、地価動向等に大きな影響を受ける。

販売用不動産の将来キャッシュ・フローの見積り及び割

引率等の決定には不確実性を伴い、経営者の判断や仮定が

必要であるため、当監査法人は、不動産鑑定事務所による

外部評価額を使用した販売用不動産の評価を監査上の主要

な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、販売用不動産の評価の基礎となる将来

キャッシュ・フローの見積り及び割引率等の合理性を検証

するため、主として以下の監査手続を実施した。

 

・経営者が利用した外部の不動産鑑定事務所の適正、能力

及び客観性を評価した。

・賃貸を目的とする不動産に係る収益の構成内容を踏まえ

た将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率等を算定す

る際の経営者による一定の仮定について、利用可能な外部

データとの比較を行い、その合理性を評価した。

・評価に影響する事象を把握するため、取締役会等の議事

録の閲覧、経営者への質問を行った。

・物件の稼働状況や立地条件等について、経営者による説

明と矛盾がないことを確かめるために、対象物件について

物件視察、取締役会等の議事録を閲覧した。

 

（後略）

 

EDINET提出書類

株式会社マリオン(E34271)

訂正有価証券報告書

2/3



　　（訂正後）

（前略）

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

販売用不動産の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、2022年９月30日現在、貸借対照表上、販売用不

動産を1,281,547千円計上している。販売用不動産は主に

居住者向けの賃貸を目的とする不動産により構成されてお

り、財務諸表の注記事項（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、販売用不動産の評価において、契約で合意され

た販売予定価格又は不動産鑑定事務所による外部評価額を

使用して見積りを行っている。

このうち、不動産鑑定事務所による外部評価額は、会社

が保有する販売用不動産の将来キャッシュ・フローの見積

り及び割引率等の決定について一定の判断や仮定を伴うも

のであるが、特に将来キャッシュ・フローの見積りは、主

として賃料、空室率、地価動向等に大きな影響を受ける。

販売用不動産の将来キャッシュ・フローの見積り及び割

引率等の決定には不確実性を伴い、経営者の判断や仮定が

必要であるため、当監査法人は、不動産鑑定事務所による

外部評価額を使用した販売用不動産の評価を監査上の主要

な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、販売用不動産の評価の基礎となる将来

キャッシュ・フローの見積り及び割引率等の合理性を検証

するため、主として以下の監査手続を実施した。

 

・販売用不動産等の評価に関連する内部統制の整備及び運

用状況の有効性を評価した。

・経営者が利用した外部の不動産鑑定事務所の適性、能力

及び客観性を評価した。

・賃貸を目的とする不動産に係る収益の構成内容を踏まえ

た将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率等を算定す

る際の経営者による一定の仮定について、利用可能な外部

データとの比較を行い、その合理性を評価した。

・評価に影響する事象を把握するため、取締役会等の議事

録の閲覧、経営者への質問を行った。

・物件の稼働状況や立地条件等について、経営者による説

明と矛盾がないことを確かめるために、対象物件について

物件視察、取締役会等の議事録を閲覧した。

（後略）

 

以上
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